  日本学術会議ニュース・メール  （No.161） 2008/09/10 
 
 ◇ 提言「新しい理工系大学院博士後期課程の構築に向けて−科学・技術
    を担うべき若い世代のために−」の公表 （ご報告）
 ◇ 公開シンポジウム「作物生産科学を中心とする農学教育の将来展望」
　  の開催（ご案内） 
 
 　提言「新しい理工系大学院博士後期課程の構築に向けて−科学・技術を
　担うべき若い世代のために−」の公表 （ご報告） 

　環境学委員会・数理科学委員会・物理学委員会・地球惑星科学委員会・
情報学委員会・化学委員会・総合工学委員会・機械工学委員会・電気電子
工学委員会・土木工学・建築学委員会・材料工学委員会合同若手・人材育
成問題検討分科会が、提言「新しい理工系大学院博士後期課程の構築に向
けて−科学・技術を担うべき若い世代のために−」を公表いたしました。

　我が国の未来の科学・技術を牽引する役割を果たすべき博士号取得者の
育成に関して、我が国の現状は、理工系大学院博士（後期）課程への進学
者の減少、ポスドク研究者の就職問題、大学院教育の国際競争力への不安
などの課題が山積し、急速に危機的ともいえる状況に陥りつつあります。
　そこで、大学院博士課程の新しい理念と制度の下に、博士課程の教育と
研究の体制とそれを取り巻く環境を改革すべく、大学、政府、及び産業界
など社会の各関係部門に向けて、以下の提言を行いました。

　(1)大学は、育成すべき人材像を明確に示しつつ、新たな時代に相応しい
　　 博士号取得者の育成を構想するべきである。
　(2)国際的な競争力を持つ、多彩で魅力ある大学院教育体制を構築すべき
　　 である。
　(3)大学院の学生定員制度の柔軟化を図るべきである。
　(4)将来の理工系博士人材を確保するため、政策の継続性とその投資を堅
　　 持するべきである。
　(5)博士課程の大学院生個々人への投資を拡充すべきである。
  (6)博士号取得者の社会的処遇の改善を図るべきである。
　(7)大学院教育に関する統計の整備と若い世代への情報提供を強化すべき
　　 である。
　
　提言全文は、日本学術会議ＨＰの以下のＵＲＬで御覧いただけます。 
　　http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/index.html
　【お問い合わせ先】 
　日本学術会議事務局参事官（審議第二担当）付
　Tel：03-3403-1056 Fax：03-3403-1640 E-mail:s253@scj.go.jp

　公開シンポジウム「作物生産科学を中心とする農学教育の将来展望」
　の開催（ご案内）  
　
　フィールドでの作物生産科学を基本としている狭義の農学（育種学、作
物学、園芸学、土壌肥料学、雑草学等）における農学教育のあり方につい
て、教育内容に重点をおいてこれまでの取り組みを紹介するとともに今後
の方向を議論する。特に、生産科学を学ぶことが若者の将来にとってどの
ような意義があるかについて、農学分科会としてのメッセージを発信する
ことを目的としたシンポジウムを開催いたします。

　◆日　　時：平成２０年９月２５日（木）１４：３０−１７：３０
　◆場　　所：神戸大学瀧川記念学術交流会館
　◆講　　演：１「作物生産科学に関する大学教育」
　　　　　　　　三枝正彦（豊橋技術科学大学先端農業バイオリサーチセ
　　　　　　　　ンター特任教授、日本学術会議連携会員） 
　　　　　　　２「作物学教育の現状と展望」
　　　　　　　　中川博視（石川県立大学生物資源環境学部准教授）
　　　　　　　３「附属農場における学生教育」
　　　　　　　　後藤貴文（九州大学農学部附属農場准教授）
　　　　　　　４「国際研究機関で活躍する学生を育てる」
　　　　　　　　渡邉和男（筑波大学遺伝子実験センター教授）
　◆総合討論：土井元章（信州大学農学部教授、日本学術会議連携会員）
　　　　　　　柘植尚志（名古屋大学大学院生命農学研究科教授、日本学
　　　　　　　術会議連携会員）

　※事前登録先（登録なしでの参加も可能です）
　　井上眞理 Mari Iwaya-Inoue
　　　〒812-8581福岡市東区箱崎6丁目10−1
　　　九州大学農学研究院 植物資源科学部門 作物学分野
　　　TEL 092-642-2825 FAX 092-642-2824
　　　mariino@agr.kyushu-u.ac.jp
　
　詳細については、以下のＵＲＬ（日本学術会議ＨＰ）を御覧ください。
　http://www.scj.go.jp/ja/event/pdf/59-s-2-5.pdf
　
　【問い合わせ先】 　
　　日本学術会議事務局第二部担当　小川
　　Tel：03-3403-1091

　　　　　　学術情報誌『学術の動向』最新号はこちらから
　　http://www.h4.dion.ne.jp/~jssf/text/doukousp/2008-08.html

　  日本学術会議ニュースメールは転載は自由ですので、関係団体の学術
  誌等への転載や関係団体の構成員への転送等をしていただき、より多く
  の方にお読みいただけるようにお取り計らいください。
　  また、メールアドレスの変更等がありましたら、事務局
　（p228@scj.go.jp）まで御一報いただければ幸いです。
　発行：日本学術会議事務局　http://www.scj.go.jp/
  　　　　〒106-8555  東京都港区六本木7-22-34　　
